
○論点

①本事業は、１研究課題の研究期間を3年以内と定めており、開始年度の平成25年度に採択
された研究の成果が平成27年度末に初めて明らかとなる。その成果の普及が適切になされ、
利活用が十分に行われているか。

②研究の成果がどのように社会の役に立つものとなるのか分かりやすくするため、個々の課
題ごとに目標を設定するべきではないか。

③一者応札が多くなっており、契約形態について改善すべきではないか。

事業についての論点等

事業名 担当部局庁

論点等説明シート

交通運輸技術開発推進制度 総合政策局

○　研究課題は、安全安心で快適な交通社会の実現やエネルギーコスト・環境負荷軽減と
いった交通運輸分野に係る恒久的かつ普遍的な研究分野から選定することに加え、「日本再
興戦略」改訂2015、科学技術イノベーション総合戦略2015、国土強靭化基本計画、交通政策
基本法等において示された国土交通省の交通運輸分野の政策課題の解決への貢献に焦点
をあてて研究テーマを絞り、研究の重点化を図ることとする。

○　研究テーマごとに研究課題を公募し、有望性の高い研究課題を採択し、委託を行う。研究
課題の採択にあたっては、研究開発成果が社会的・経済的なニーズに適時・適確に対応し、
より効果的かつ実用的なものとなるよう、毎年、外部有識者で構成される委員会で採択すべ
き課題を審議。

○事業の背景


